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論文要旨 
 

第一章：グローバル化と地域格差是正政策 
 これまで、国土政策の諸研究の中でもとりわけ地域格差是正に関する研究においては、格差の概

念が曖昧にされたまま進められてきた傾向がある。また県よりも大きな単位の国土・地域政策の分

野での学術的研究は、その総合性・特殊性もあって研究蓄積が慢性的に不足している一方、その特

徴やもたらした結果の一部を捉えての意見、賛否、論述は百出している状態であり、地域格差是正

政策を含めた包括的な議論がなされていない状況となっている。本論文ではまず、多くの国の国土

政策が主な目的としてきた地域格差是正という命題について、学問的見地からの研究蓄積を踏まえ

て、その基本的意義を明確に示す。そしてここでは、地域格差をその問題の捉え方によって「過密

過疎問題（絶対的地域格差）」「相対的地域格差」に分類し、さらに後者をその指標の見方により

「地域的配分の不平等（地域間不平等）」と「一人当たり配分の不平等（地域間不公平）」の２つ

に分類し、その違いを明確に表している。 

 さらに、財や資本の国際間移動が活発になってきたグローバル化と呼ばれる現代の状況を踏まえ、

その影響を大きく受けて、経済成長を達成しながら国内の地域格差問題を抱えるアジア諸国の状況

を後の章で取り上げることを前提に、日本を含め、短期間で経済成長を達成したアジア諸国におけ

る、地域格差是正政策を中心とした国家・国土政策の性質・特徴について概説する。 

 
代表的な指標 代表的な対策

過密過疎問題
（絶対的地域格

差）

人口密度、各種環
境指標（BOD量、
NOx含有量等）、道
路・鉄道キャパシ
ティ指標（混雑率
等）、絶対貧困率

都市でのインフラ整
備事業、農村振
興、各種環境対
策、環境保全事
業、移民政策、福
祉政策

地域的配分の不平等
（地域間不平等）

地域間の財・資本
等の配分のアンバ
ランス自体を問題
視し、その是正を図
るため地域間での
分配の平等を問う
もの。

域内総生産、域内
工業出荷高、インフ
ラ（空港、港湾等）
の有無、都市施設
（アメニティ施設等）
の有無、人口密度

地方への各種産業
立地誘導・雇用促
進、インフラ整備、
地方における公共
事業

一人当たり配分の不平
等

（地域間不公平）

地域に住む住民一
人当たりの配分の
アンバランスを問題
視するもの。

一人当たり域内総
生産、専門家（医師
等）一人当たり人
口、平均所得、各
首都市施設一つ当
たり人数

都市での産業振
興・雇用増進、各種
都市化政策（住宅
整備等）、農村振
興、移民政策

相対的地域格差

ある領域（多くの場
合国内）の別の地
域との相対的な格
差を問題視するも
のであり、格差その
ものがその地域に
害を及ぼしている
わけではない場
合。しかし政治的軋
轢などを引き起こす
ために、実際には
地域や国家に悪影
響を及ぼす恐れが
ある。

過密による交通渋滞や都市環境悪化、過疎による森林・農地荒
廃や農村システムの崩壊等、過度の集中・分散自体が直接的物
理的に悪影響を及ぼすような格差。広義には、絶対的貧困も絶
対的地域格差に含まれる。

格差の分類とその性質

 

 

第二章：産業立地と地域格差是正政策に関する研究レビュー 
 地域格差とその是正のための政策についての既存研究は多岐にわたるが、本論文では、その中で

アジア諸国の国土政策に特に関係するものを抽出して合目的的な形でレビューしている。 

 第一に、地域格差とその是正に関する主要な既存理論（成長の極理論など）をレビューすること

で、第一章の地域格差に関する概念が、既存理論では実質的にどのような形で扱われてきたかにつ

いて示すとともに、第三章以降の具体的な適用事例の検討のための前提知識を提供している。 

 第二に、アジア等の新興工業国の高度成長期の中で地域格差是正が国家政策の中に組み入れられ

た理由に関して、政治経済学的な分析を行っている。アジア諸国の高度成長の前提となった政体で

ある「開発主義」は、強権政治の前提として国民の合意を得ることが必要だったため、国民全体へ

の最終的な利益還元を宣言する意味で地域格差是正の標榜が国土政策において不可欠だった。しか

し一方で開発主義の至上命題である経済成長を達成するためには、大都市圏やFTZ等への集積の形成

による開発が不可避だったため、国土政策における地域格差是正政策と実際の産業政策との間に乖

離が生じた。 

 第三に、グローバル化・情報化といった近年の動きについて、地域格差（是正政策）と関連する



 x

部分をレビューしている。グローバル化論の典型でもあり日本の四全総での議論にもなった世界都

市論（仮説）、グローバル化や産業構造の変化を前提とした新しい地域振興理論としてポーターの

クラスター論を主に取り上げ、既存理論（成長の極理論など）との対比からグローバル化時代の変

化を描いている。また情報産業の立地（政策）についての既存文献をまとめ、一般的に述べられて

いる性質をレビューしている。それぞれが第三章～第五章の日本・タイ・マレーシアにおける具体

的な地域格差およびその是正政策の検証の該当部分と対応する形となっている。 

 

 

第三章：日本の地域格差是正政策と産業立地政策の変遷 
 グローバル化以前の 1950～60 年代に高度経済成長を達成した日本の地域格差是正政策と産業立地

政策、及びその結果としての産業立地について、文献レビューを中心に検証している。 

 第一に、製造業を中心とする高度成長を達成した 60 年代の政策を取り上げ、経済成長を担った所

得倍増計画と、そのアンチテーゼとして地域格差是正を担った全国総合開発計画、及びその関連施

策をレビューし、その効果を地方分散という見地から検証している。第二に、石油危機やプラザ合

意による円高以降に求められる高付加価値化とそれに続く情報化、さらにはグローバル化の反作用

としての空洞化等を前提とした状況の中で見られた地域格差是正政策の変容を、三全総、工業再配

置計画、テクノポリス、四全総、さらにそれに続く情報産業政策においてレビューしている。 

 この章での主要な結論としては、まず高度成長期の 60 年代前半の産業政策が、多様な優遇政策や

規制を含む強力なものであったこと、またそうした政策に基づいて産業立地がある程度分散したこ

とである。もちろん多くの論者がすでに述べているように、結果的には産業構造の変化（第三次産

業化）によって人口分散や都市成長の抑制には効果をあげることが出来なかった。また高度成長期

終了以降の日本の政策は、テクノポリス、四全総等を見ても、少なくとも考案当初は地域格差是正

（地域的配分の不平等（地域間不平等）の是正）を主要な目的に掲げたものではなかった。その後、

政治的な圧力等によって結果的に主要な目的にせざるを得なかった部分があれ、その効力は高度成

長当時の同様の政策である新産工特などと比較すると弱められており、また他に国家レベルで包括

的な地方分散政策は打ち出されていない。このことは、90 年代以降主要な基盤産業として期待され

る、情報産業についての国家主導の立地政策が殆ど見あたらないことからも示される。こうしたこ

とは、結果的に四全総まで一貫して地域的配分の不平等の是正を唱えた国土政策と、それと異なる

意図をもって策定された実際の産業立地政策との乖離に表れ、しばしばホンネとタテマエといった

言葉で表される国土政策の問題点が、グローバル化・情報化といった流れの中で顕在化したと考え

られる。 

実際の地域格差は、都市化によって一人あたり指標で主に示される一人当たり配分の不平等（地

域間不公平）が解消される一方で、地域の同質化を目指す地域的配分の不平等（地域間不平等）の

是正は進まず、また経済活動と人口の絶対的な集中が大都市に生じて過密過疎問題（絶対的地域格

差）を生じさせるに至った。 

低成長時代を迎え、今後の国土政策のあり方としては、効率性を伴わない地域的配分の不平等の

是正政策ではなく、環境問題を中心とした具体的な問題を伴う過密過疎問題の是正を明示的に謳い、

政策の中心に据えることが求められる。 

 
所得倍増計画(1960) 工業等制限法(1959)
太平洋ベルト地帯構想(1961) 工場立地法(1959)
旧全総(1962) 低開発地域工業開発促進法(1961)

新産業都市建設促進法(1962)
工業特別整備地域整備促進法(1964)
工場等制限法(1964)

新全総(1969) 公害対策基本法(1967)
三全総(1977) 過疎地域対策緊急措置法(1970)
四全総(1987) 筑波研究学園都市建設法(1970)

工業再配置促進法(1972)
（第一次）工業再配置計画(1977)
テクノポリス法(1983)
頭脳立地法(1988)

相対的地域格差の是正を目指し、全国で
バランスの取れた工業配置を目指す。但
し一律ではなく拠点開発方式によりより潜
在力の高い地域での振興が重点的に行
われる。一方、既存の工業集積の成長
は、強力な規制により抑制される。

1950年代後
半～60年代

前半

国土計画が地域的配分の不平等（地域間
不平等）の是正を唱える一方、実際の産
業立地政策は過密過疎問題（絶対的地域
格差）の是正に焦点が向けられ、両者が
乖離し、次第にその度合いが大きくなって
いく。

1960年代後
半～80年代
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第四章：タイの地域格差是正政策と製造業立地政策・動向 
 グローバル化が進行した 1980 年代の後半から高度経済成長を達成したタイの地域格差是正政策と

産業（製造業）立地政策、及びその結果としての立地動向、さらにはそのパターンを誘発する原因

について、文献レビューと、実際の収集データを用いた独自の分析、及び特定の企業へのインタビ

ュー調査によって検証している。 

 タイでは、第三次国家経済社会開発計画(1971-76)の時点から、首都バンコクと地方圏との地域格

差是正を一つの目的として取り組まれ、それは第八次計画(1996-2001)まで引き継がれている。しか

しその取り組みは一貫したものではなく、次のような違いが見られる。まず第一に、バンコクを中

心とした過密地域の拡がりに応じて、地方分散の対象とする地域も次第にバンコクから遠い地域に

なっている。逆にいえば、製造業を主体とした高度成長期以前は、現在拡大大都市圏の範囲内にあ

る東部臨海開発地域なども分散の対象地域と考えられていたことになる。第二に国家経済社会開発

で一貫して地域格差是正を唱え、成長の極理論に基づいて地方拠点を指定するなど、地方分散を促

しているようにみえるが、それを実現する実際の政策（投資奨励、工業団地整備等）は、必ずしも

国家計画に対応しているわけではなかった。特に工業団地は官営のものも大部分がバンコク近郊の

県に立地し、バンコク都からの分散は促したが、大都市圏としての集中を同時に進行させることに

なった。またバンコク周辺での工場立地を規制する政策は特に見あたらず、地方圏での立地を差別

的に優遇することは出来なかった。 

 結果として製造業立地は、主にバンコク都から東方向と北方向に伸び、電気電子産業などを中心

とする製造業の一大集積をバンコク大都市圏を中心に形成し、そうした集積が国全体の経済発展に

貢献した。このことは、バンコク近郊県を対象とした工業団地政策や東部臨海開発計画等が成功を

収めたのに対し、さらに地方の県との地域格差是正を求めた国家経済社会開発計画がその文言通り

にならなかったことを示している。 

 その中で唯一の例外が北部ランプーン県であり、北部工業団地に電気電子関連の日系企業を中心

とした大きな集積を形成している。定説では、特に内陸の地方圏においては、製品の単位付加価値

当たり輸送費が少ない電機電子産業は比較的地方分散に適した業種であるといわれており、航空輸

送がその鍵を握るといわれている。本研究の調査から、北部工業団地に立地した企業は実際そうし

たものが多いが、一方で航空輸送に依存せず陸上交通に頼るケースも多く、また電機電子産業の中

でも既存の同業者集積に頼らない「一貫加工型」の業態の企業が主に立地していることが判明した。 

 結論として、グローバル化の下での地域格差是正は、地方立地を差別的に優遇する程の強力な政

策を打ち出すことが出来ずに、国土計画において象徴的に地域格差是正を謳っていても、実際の立

地政策においては拡大大都市圏の形成を容認するという矛盾した形で行われてきた。実際の立地は、

現実のニーズをより反映した形で進行し、それが拡大大都市圏の形成に繋がっている。地方分散し

ている企業もないわけではないが、特定業種（例えば電機電子産業）の特定業態（一貫加工型）と

いう条件がつくことになり、これらを非立地依存型業態と呼ぶことができる。特に一貫加工型とい

う条件は、政府が地域格差是正政策の前提としてきた、成長の極理論に基づく基幹産業による地域

振興や、集積の中で為されるサポーティングインダストリーの育成の前提にそぐわないものとなっ

ており、たとえそうした企業が立地しても、地域に与える効果は労働力に関わる部分に限られると

考えられる。 
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図　　　現在の製造業オフィス機能立地 図 　　現在の製造業工場機能立地

出典　『タイ工場年鑑2000』より筆者作成 出典　『タイ工場年鑑2000』より筆者作成
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第五章：マレーシアの地域格差是正政策と産業立地政策・動向 
 グローバル化が進行した 1980 年代の後半から高度経済成長を達成したマレーシアの地域格差是正

政策と、産業立地政策及びその結果としての立地動向、さらにはそのパターンを誘発する原因につ

いて、タイと同じスタンスで臨んでいる。但しマレーシアの場合は、1990 年代後半から情報産業を

中心とした高付加価値化を目指して各種の政策及び大型事業が進行しているため、タイとの類似性

が認められる製造業立地については文献レビューと収集データの検討にとどめ、一方新しい基盤産

業としての期待が大きい情報産業について、MSC 計画を中心とした一連の政策、立地動向の他、イ

ンタビュー、アンケート調査により産業立地の意図について細かく検討している。 

 マレーシアでも、国家計画であるマレーシアプランを中心に 1970 年代から地域格差是正が謳われ

てきたが、それは第一義的なものではなく、土着のマレー人と移民である華人の民族間経済格差を

縮小させるための二次的な手段としての位置づけでしかなかった。民族間格差是正は、農村を含む

未開発地域の振興を目指す「地域発展戦略」（＝地域的配分の不平等（地域間不平等）の是正）と、

農村に多いマレー人の都市への人口移動による「人間発展戦略」（＝一人当たり配分の不平等（地

域間不公平）の是正）の両面から行われ、実際には雇用吸収力の大きい成長産業である製造業の主

要な立地拠点となった都市の発展が、後者を押し進める形となった。特に 1980 年代後半以降は民活

を機軸に政策が練られたため、基本的に強力な地方分散政策は打ち出せず、結果として既存の発展

軸である半島西部海岸沿いに立地が進んでいる。製造業の立地を細かく観察すると、マレーシアの

場合、その中心点はタイと異なり複数存在するが、その中で 80 年代後半からの経済成長を通して成

長したのは首都クアラルンプールを中心とした圏域と、都市国家シンガポールの郊外にあたるジョ

ホールバルであり、タイ同様に拡大大都市圏の成長が見て取れる。人間発展戦略を中心とした地域

格差是正政策は、経済成長と相まって一人当たり配分の不平等（地域間不公平）を修正する動きに

あるものの、逆にこれまで他のアジア諸国ほどは問題でなかった都市問題や農村人口減少による農

地・森林荒廃などの過密過疎問題（絶対的地域格差）は、むしろ悪化しつつあると考えることがで

きる。 

 一方、新たな基盤産業として連邦政府が振興する情報産業の立地については、政府は最終的に全

国土での均等な情報化を目指しながら、さしあたって首都郊外への大規模立地を目標に、巨額の事

業費を費やして情報通信インフラや都市施設を設置し、優遇政策を施して国内外から企業誘致をは

かっている。マレーシアでも情報産業は基本的に首都都心（ＫＬ）及び副都心（プタリンジャヤ）

立地の傾向は非常に強いが、情報通信インフラを多く利用する一部の業種・業態については、政府

の政策に沿って郊外への立地が進んでいる。ただし、どのような企業が分散に適しているかについ

ては、既存の業種分類（例えばソフト産業であるとか）では推し量ることが難しく、情報通信イン

フラに依存している度合い等により、同じ製品を供給していても全く違う傾向を示す場合がある。 
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年代 Ｋ
Ｌ

セ
ラ

ン
ゴ

ー
ル

ジ
ョ

ホ
ー

ル

ペ
ナ

ン

半
島

西
部

５
州

半
島

東
部

３
州

ボ
ル

ネ
オ

島
部

不
明

小
計

24 91 23 20 32 2 1 3 196 ●サイバージャヤ 5 2.3% 24 6.6%
12% 46% 12% 10% 16% 1% 1% 2% 100% ●UPM-MTDC 6 2.8% 15 4.1%
71 286 102 93 167 21 8 19 767 ●TPM 28 13.1% 51 13.9%
9% 37% 13% 12% 22% 3% 1% 2% 100% ●KLCC 11 5.1% 35 9.6%
62 330 192 86 210 32 11 28 951 　●小計 50 23.4% 125 34.2%
7% 35% 20% 9% 22% 3% 1% 3% 100% ＫＬ市内 57 26.6% 91 24.9%

不明 0 0 1 3 4 プタリン郡 74 34.6% 109 29.8%
157 707 317 199 409 55 21 53 1,918 ウルランガット郡 7 3.3% 12 3.3%
8% 37% 17% 10% 21% 3% 1% 3% 100% クラン郡 1 0.5% 1 0.3%

他の州 11 5.1% 13 3.6%

他国 14 6.5% 15 4.1%

　小計 164 76.6% 241 65.8%
総計 214 366

70年以前

71年～85年

1999年9月

表　　　　ＭＳＣステータス取得企業の立地動向

86年以降

総計

FMMデータ出典："FMM Directory 1999"より筆者集計

表　　FMM会員リストによる製造業企業の年代別立地動向

2000年11月

出典：MDC名簿より著者集計

工場立地

 結論として、製造業の地方分散政策については、タイ同様、強力な政策を打ち出すことができず

に都市化と拡大大都市圏の形成が進んできた。しかしマレーシアの場合、農村に多いマレー人の都

市化が民族間不平等を解消し、それが結果的に一人当たり配分の不平等（地域間不公平）を解消す

るという点で、地域格差是正政策の一部は目的を達成していると考えることもできる。しかし、そ

の有力な指標の一つである一人当たり GRP を見ても解消されているとは必ずしも言えず、また都市

問題や農村・森林荒廃といった過密過疎問題（絶対的地域格差）という新たな問題が生じつつある。

一方で、マレーシアが既存の労働集約的な製造業にかわる新しい基幹産業と位置づけている情報産

業の立地については、その都心指向という基本的性質を鑑み、とりあえず郊外への大規模インフラ

投資と優遇措置によって振興を図っているが、情報通信インフラに強く依存する業態で郊外移転に

応じるケースが多いことがわかる。情報産業においても、既存の業種別の立地政策ではなく、「非

立地依存型業態」を同定し、該当する業態を持つ企業・事業所の地方立地を促すような政策を行う

ことが望まれる。 

 

 

第六章：グローバル化の下での地域格差是正政策の新しい展開 
 本論文の調査・分析から得られた主要な知見は、以下の３つである。 

 

Ⅰ 開発主義と国土政策 

 アジアの国土政策の特徴として挙げられる地域格差是正政策は、経済発展（国富）を国是とした

開発主義国家に不可欠な論理として登場し、高度成長の過程で定められる国土・国家計画において

ほぼ例外なく触れられたものであった。それは端的にいえば、為政者が体制維持の担保として国民

全体の将来の繁栄を約束する形で長期構想を示し、国民の同意を得た上で強力な政策を担っていく

という意味で、不可欠な要素であった。しかし開発主義の究極の目的である経済発展は、地域格差

を伴う産業の集中・集積なしでは達成できないことから、地域格差是正政策の標榜によって得た国

民の同意による強権が、経済効率性を求めて地域格差を拡大するような政策の採用を促すという、

矛盾を抱えたものになった。この矛盾は、都市化の動きによって一人あたり指標で格差を測る一人

当たり配分の不平等（地域間不公平）が緩和されるという形で半ば解消されたが、これは同時に過

密過疎や過大都市問題などの絶対的地域格差の弊害を招くことになる。一方で、地方圏に比較的強

く残された政治力が、同質化を目指す地域的配分の不平等（地域間不平等）の是正を国土・国家計

画の中に存続させていたが、近年のグローバル化・情報化による影響は、国土政策をタテマエから

ホンネに近づけるような動きに繋がっている。 

 

Ⅱ グローバル化の下での地域格差是正の可能性 
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 アジアの国土政策として本論文で取り上げた日本、タイ、マレーシアは共に、基幹産業を政策的

に誘導することで地方圏に産業集積をつくり、その集積が次第に自立的に成長し周辺地域へも経済

効果をもたらすという「成長の極理論」を、地域格差是正政策に用いてきた。しかし成長の極理論

において地域経済の成長を促す基幹産業の同定が前提となっている一方で、アジアの高度成長期を

担った産業は、まず既存集積の影響をうけて大都市に立地しがちな産業が多く、政策的に地方圏に

誘導することが難しく、また地方圏へ誘導することができる産業はその周辺地域への連関効果が

元々乏しいと予想される業態が多い状態となっている。したがって、基幹産業の立地の大部分は大

都市に集積することになり、また例外的に地方圏に立地する企業群も、スタンドアローンな形で搬

出入の大部分を域外との取引で行っていて、地域経済と切り離されたような存在になっている。こ

うした状況の下では、成長の極理論が理想とするような波及効果といったものは期待できず、地域

への効果はせいぜい労働力に起因したものに限られると考えられる。このことは、これまでアジア

の経済成長を担ってきた基幹産業である製造業だけでなく、これから担う可能性が高いと考えられ

る情報産業においても同様のことが言え、情報通信インフラを多用する企業が地方圏により多く出

るとしても、その効果は限られたものになると考えられる。 

 今後、産業立地の地方分散の促進を目的に政策を考えるならば、既存集積を必要とせず交通・通

信ネットワークが発達していれば地方圏にも立地できるような「非立地依存型業態」と呼べるよう

な企業に焦点を絞った積極的な誘致活動を行えば、現在よりもある程度多くの地方立地は見込める

と考えられる。それはなぜなら、地方分散政策の一部（例えばタイの投資奨励政策）は一定の効果

を持っているし、また地方圏への立地を阻む原因のいくつか（例えば熟練労働者の供給）は情報不

足による偏見に基づくものもあり、政府の取り組み次第でかなりの程度解決できると考えられるか

らである。しかし「非立地依存型業態」を誘致することによる地方圏での効果は、その本来的な性

質から限定的なものと考えなければならない。成長の極理論が示すような効果は期待できず、国土

計画が唱えるような地域格差是正には限界があると考えられる。 

 

Ⅲ グローバル化の下での国土政策への提言 

 グローバル化や情報化といった近年の潮流にしたがって、世界都市仮説やクラスター論のように、

地域格差を前提としていたり地域格差を煽るような傾向を持つ理論が登場してきている。また具体

的な政策面でも、日本の高度成長期で行われたような産業立地の集積地での規制的政策はすでに採

用出来なくなり、また地方圏を優遇する政策も相次いで廃止・縮小されるような流れになっている。

経済活動がグローバル化し、国家レベルでの捕捉や管理が困難になっているという一般的事実と合

わせ、地域格差は拡大し、また地域格差是正を求める政策は抑制される方向にあると考えられる。

特に、グローバル化の下で自国以外の地域も産業立地の競争相手となる状況においては、国内への

誘致を不利にするような地域格差是正政策は採用されず、まず国内の有力候補地（＝大都市圏）へ

の産業誘致が優先される。 

 こうした流れは、開発主義の前提となってタテマエである地域的配分の不平等（地域間不平等）

の是正を謳ってきた国土・国家政策をよりホンネに戻して、経済効率性を追求し国民福祉の向上に

努めるという意味では肯定的な評価となる。地域格差においても、地域的配分の不平等の是正（地

域間不平等）を目指すタテマエ上の国土・国家政策とはうらはらに、一人あたり指標による比較と

なる一人当たり配分の不平等（地域間不公平）が、都市化による経済活動集積への人口集中によっ

てかなり是正されてきている。しかし、経済活動の地理的分布が極度にアンバランスになることは、

インフラ過負荷による過剰都市問題や、農村・森林荒廃等、本論文で定義した過密過疎問題（絶対

的地域格差）に伴う問題を引き起こしており、インフラが整備されつつある各国でも看過できない

状況にある。 

 こうした前提を踏まえると、今後の各国の国土政策・地域格差是正政策は、これまでのような同

質化を求めた地域的配分の不平等（地域間不平等）の是正ではなく、過密・過疎などが引き起こす

具体的問題を対象とした絶対的地域格差を「新しい格差の問題」と定義した上で、その是正・改善

を主たる対象として策定するべきであると考えられる。 

 しかしながら、グローバル化による国家間・地域間の競争において、こうした具体的問題を伴っ

た格差の是正政策が実効性を持つためには、一国単位での取り組みでは難しく、むしろ国際協調に

よる国土政策により、各国で適正な国土構造を保つような手段が採られる必要があると考えられる。

ＥＵは一部ですでにそうした政策を取り入れており、そうした例をモデルにしながら取り組む必要

があると考えられる。 
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これまでの高度成長期の国土政策の特徴 グローバル化の下での国土政策のあり方

・国土という「閉じた空間」での発展 ・グローバル化、特に資本の国際的流動化
・開発主義、国家主導の経済成長 ・地方分権、参加型開発の潮流
・市民の経済成長志向への同意 ・環境問題への市民意識の高まり

・工業化を基調とする経済発展モデル ・産業構造の変化、情報化
・産業立地の地方分散が容易という考え方 ・産業集積の集中傾向が鮮明に

・工業化に伴う都市化の進展 ・郊外化と大都市圏への集中

地域格差の概念 地域間不平等の是正を主たる対象に 絶対的地域格差の解消を主たる対象に

・格差自体を問題視し是正の対象に ・格差が生み出す弊害のみを是正の対象に
・個別の公害・環境問題に対する対処療法的な

取り組み
・国土レベルでの環境問題への総合的な取り組み

・成長の極理論・浸透効果に代表される産業の
地方分散政策

・クラスター論等に代表される地域の競争力強化
や多様化、及び経済成長との両立

・国土の同質化を前提とするインフラ整備 ・地域固有の条件に合わせたインフラ整備の差別

背景

政策の特徴

図　　　グローバル化の下での国土政策のあり方  
 

 

 

 

 

 

 




